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   活

動にぜひお役立てください   
    

     
       

項目別にまとめました



運営効率化のためのコラム

暮らしやすいまちづくりに、

町会・自治会の存在は欠かせません。

新宿区には200の町会・自治会があり、

地域コミュニティの中心となって、お祭りや各種イベントをはじめ、

防災訓練や防犯パトロール、高齢者や子どもの見守り、美化運動、

地域の歴史や文化の継承などの活動に取り組んでいます。

しかし近年、活動の担い手不足や役員の高齢化などの

課題を抱えている町会・自治会が増えています。

誰もが気軽に町会・自治会運営に参加できるように、

運営に必要な情報を「おたすけブック」としてまとめました。

町会・自治会の運営の一助になれば幸いです。
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運営の基本
町会・自治会は地域の皆さんで運営するもの。

誰か一人に負担がかかってしまう状況は望ましくありません。

役割分担を明確にするほか、それぞれの役割や、

部会（委員会）が担当することを明確にしておきましょう。

       1

町会・自治会の

運営

役員の種類
町会・自治会を円滑に運営するために大きな役割を担っているのが、役員の方々です。

それぞれが役割を分担し、特定の方に負担が集中しないようにしましょう。

役員だけではなく、なるべく多くの会員も参加して、活動や運営方針を

話し合いましょう。会員が集まることが難しい場合は、

アンケートをとるなど会員の声を町会の運営に反映させましょう。

役員はそこで決まった内容に沿って運営の仕方や活動の詳細を話し合います。

（会議の場では、議事録などの記録を残すことが重要です）

※物事の決め方の流れを明確にするために、組織図を作ることもおすすめです。

話し合いの場を設けるポイント1

会の運営に関することを一部の役員だけで決めずに、

役員同士で情報を共有していきましょう。また、役員にならなくても、

希望する日にちや時間に手伝ってもらえる仕組みをつくるなど、

運営の方法を変えていくことも必要です。活動を持続するためには、

皆さんが無理なく、楽しく活動に携われることが大切です。

皆さんで協力して運営するポイント2

自分の町会・自治会がどのような活動をしているか、

アピールしていくことが大切です。

町会・自治会に興味をもってもらえるように、

回覧板や掲示板で活動を発信していきましょう。

近年ではSNSを使って活動のPRをしている

町会・自治会もあります。

活動を知ってもらうポイント3

役  職 役  割

町会・自治会の「まとめ役」として、会を円滑に運営していく中心的な役

割を担います。
会 長

会長を補佐する役員です。会長が不在の際はその職務を代行することも

あります｡（副会長は、職務分担によって複数人設置することもあります）
副会長

帳簿や領収書などを確認し、会計処理や資産の状況など、町会・自治会

の運営が適正に行われているかをチェックします。チェックは複数人で

行うことが望ましいです。

監査（監事）

「総務部」「環境部」「防災部」「防犯・交通安全部」「広報部」など、活動の

ために分野別に部会（委員会）などを設置している場合の責任者です。
部長（委員長）

町会・自治会の区域を一定の世帯単位で班に分けている場合の班のま

とめ役です。班より大きな単位で支部（ブロック）を設け、支部長を置

いている町会・自治会もあります。

班長・支部長
（ブロック長）

会の運営に関わる現金の出納や備品に関する事務を行うとともに、帳

簿などの必要な書類の作成、管理を行います。
会 計

会議の記録・保存を行います。書 記

※役員の種類や人数は、町会・自治会の規模や運営の仕方によって異なります。

会長を長くやっていると

自分が独りで決めて活動をすすめる傾向があり、

役員の中でも不満に感じる方もいました。

そのため、皆さんの意見を聞いて活動するスタイルに変えたところ、

どんどん意見が出てきて最近は良い雰囲気で町会運営を行っています。

区内町会 会長のコメント
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会則（規約）

会則は、会の運営や活動の基本となる決まりです。

会の目的や活動内容などを定め、

運営や活動を行っていく上でとても大切なものです。

会則とは何かポイント1

活動内容、総会など会議のルール、

会費の金額などを明文化することによって、

会員が安心して活動することができます。

また加入を呼びかける際にも、

自分の町会・自治会についてわかりやすく説明することができます。

なぜ、会則が必要なのかポイント2

会則で定めておきたい内容や作成例は、

町会・自治会の運営内容などによって異なりますが、

P42からP45に一般的な会則の例を

紹介していますので、参考にしてください。

会則の作成について行政書士に無料相談できます。

新宿区地域コミュニティ課までお問い合わせください。

（03-5273-4127）

会則はどうやって作るのかポイント3

会則について 会則の作成

会則で定めておきたい項目

会則は定期的に確認し、実際の活動と内容が異なる場合は、

必要に応じて改正を行うなど、活動の根拠を明確にできるようにしましょう。

項  目 定めておきたい内容

目的を達成するために行う活動内容（例：親睦、環境整備、防犯・交通

安全 など）。
事 業

会の活動のために部や委員会を設置する場合、その名称や役割（例：総

務部、環境部、防災部、防犯・交通安全部、広報部 など）。支部（ブロッ

ク）や班の場合もあります。

組 織

会費の金額、会費の集金方法 など

※「1世帯あたり月額〇〇〇円」などと記載する方法のほか「別に細則

で定める」や「総会で定める」と記載する方法もあります。

会 費

会の設立趣旨（例：会員の福利と親睦を図り良好な地域社会の形成と

維持発展に資すること など）。
目 的

会の名称（例：〇〇町会、〇〇自治会 など）。名 称

町会・自治会の区域（例：〇〇町全域、〇〇町〇丁目〇番から〇番まで など）。区 域

資産や予算・決算、監査、会計年度の期間に関する事項 など。会計・監査

「第〇条に定める区域に居住する世帯」など会員資格や、入会や退会の

手続き。
会 員

役員の種別（会長、副会長、会計 等）や人数、職務内容、任期、選任方

法 など。
役 員

総会や役員会、その他の会議の種類、構成員、招集方法、定足数、議決

事項、議決方法 など。
会 議

名称は「会則」でも「規約」でも、どちらを使っても大丈夫ですが、

町会・自治会の基本となる決まりです。必ず定めましょう。

「会則」に関する資料は、P42〜45にあります。
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注意!

     3

活動の計画と

活動の報告

町会・自治会の1年間の活動内容や予定を計画し、実際に行った活動内容や

予算の執行状況を報告することはとても大切です。

会計の報告だけでなく、自分の町会・自治会がどのような活動をしているかを

知っていただくための書類を作成しましょう。

1

活動の計画と
活動の報告

実 施 予 定 日 事 業 名 実 績

6月〇日

7月〇日

8月〇日

〇日

9月〇日～〇日

10月〇日

12月〇日

5月〇日

資源回収

役員会

役員会

盆踊り大会

秋の全国交通安全運動

役員会

餅つき大会

〇〇会　　　 　年度末まで記載

〇〇地域センター

〇〇地域センター

〇〇公園（参加者〇名予定）

〇〇交差点付近において実施予定
〇日間延べ〇名参加予定

〇〇地域センター

〇〇公園（参加者〇名予定）

令和〇年度  〇〇町会 事業計画書

事業計画書は、１年間の活動計画をまとめたものです。

これまでの活動を参考にして、どのような活動をいつ、どのように

実施するのかなどを予算書と合わせて総会で提案します。

事業計画書（活動の計画）

2 予算書は1年間で予想される「収入」と、「支出」の計画をまとめたものです。

作成した事業計画書に基づき、収支の計画を立てます。

会計の透明性を確保するためにも、

予算と決算で大幅な差が生じることがないよう、

予算の計画を立てることが大切です。

昨年度の予算・決算を参考にしながら金額を検討しましょう。

予算書

担当役割別（総務部、青年部、婦人部…など）で作成することもあります。

それぞれの町会・自治会のやり方に合った様式でつくりましょう。

実施予定順に作成（※総会以降の日付から作成している場合）例

● 事業計画書や、前年度の予算・決算を参考に作成します。

●予算と決算に大きな差が生じないよう注意します。

● 前年度決算の「次年度繰越金」の金額を「前年度繰越金」に転記します。

作成のポイント

決めるべきポイント

前年度の事業の実績・結果や改善点について話し合い、

今年度実施する事業を決定します。

実施する事業（活動）の検討1

実施が決定した事業を事業計画書にまとめます。

事業計画書の作成2

決定した事業に基づき、予算書を作成します。

予算書の作成3

●目的（例：新規加入者の勧誘、子育て世代の交流 など）

●規模（例：参加人数・世帯数など）

●実施日時

●役割分担

事業計画・予算の作成の流れ（一例）

「予算書」に関する資料は、P49にあります。
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     3

活動の計画と

活動の報告

3 事業報告書は、1年間の活動結果を年度ごとにまとめたものです。

計画した事業をいつ、どのように実施したのかなどを、

決算書と合わせて総会で報告します。

事業報告書（活動の報告）

実 施 日 事 業 名 実 績

4月〇日

〇日～〇日

〇日

〇日

5月〇日

〇日

6月〇日

3月〇日

さくらの集い

春の全国交通安全運動

資源回収

役員会

総会

役員会

役員会

〇〇会　　　 　年度末まで記載

〇〇公園（参加者〇名）

〇〇交差点付近において実施
〇日間延べ〇名参加

古紙・ダンボール50kg　〇〇円

〇〇地域センター

〇〇地域センター
出席者〇名、委任状提出者〇名
各議案とも賛成多数で可決

令和〇年度  〇〇町会 事業報告書

4月〜翌年3月までに実施（※日付順に作成する場合）例

科目名 内　容

会計年度が終わり、次の年度へ持ち越した金額。繰越金

会員から集めた町会（自治会）費。町会費

区などからの補助金、 交付金、 助成金など。

※概要欄に補助金の名前と金額を記入すると、後日の確認が容易になります。
補助金

催事などの際にいただくご祝儀など。寄付金

資源回収、イベントの参加費など事業による収入。事業収入

一時的かつ少額な収入で、他の科目のいずれにも含まれないもの。

（預金利子等）
雑収入

下記の科目は一例です。町会・自治会の活動に沿った科目を決めましょう。

科目名 内　容

会議のための会場費や設備使用料、お茶代など。会議費

イベントなどに要する費用。事業費

防災に係る備蓄品の購入費、設備費など。防災費

電車、バス、タクシーなどの交通費。

※高速道路料金や駐車料、ガソリン代などを含むことが多いです。
旅費交通費

電話料金、郵送費、インターネットのプロバイダ契約費用など。通信費

新聞の購読料、本の購入費など。新聞・図書費

蛍光灯などの日用品、封筒、ファイルなど事務用品の費用。消耗品費

資料のコピーや機関紙の印刷に係る費用。印刷費

車両や備品、建物などの修理に要する費用。修繕費

電気、水道、ガス料金など。水道光熱費

一時的かつ少額な費用で、他の科目にいずれも含まれないもの。雑費

お祝い金など。福祉費

机など一定期間以上使用する備品の購入費用。

※どのようなものが備品にあたるのか､あらかじめルール(何円以上の物品を備品に

するか､使用年数など)を決めておきます。

備品費

収入

支出
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町会・自治会における

お金の管理
町会・自治会のお金の管理は、「会計」担当が行います。

複数人で担当することが望しく、だれでも管理がしやすいよう、

ルールや仕組みをつくることが大切です。

集めたお金は現金で保管せず、

速やかに金融機関の口座などに預金しましょう。

また、口座の通帳や印鑑は紛失や盗難を防ぐために管理責任者を

決めて管理しましょう。

ポイント1

日々のお金の出入りは必ずその日のうちに現金出納帳に記録します。

（現金出納帳は月末などの区切りで集計すること）

また支払いの際には必ず領収書をもらって、

出金伝票に貼り付けるなどにより管理しましょう。

「お金の出入り」の記録は速やかにポイント2

収入や支出が会の事業計画に沿ったものか、

会のルールに従って会計処理が行われているか、

会計監査によって、監事が確認を行います。

安全で正確なお金の管理を

「確認」するために

銀行口座などを活用した、

適切な「お金の管理」

ポイント3

     3

活動の計画と

活動の報告

     4

会計・監査

決算報告書として作成する書類や体裁を、

会則や過去の書類などで確認

●現金出納帳の記録を締め切り、締切日現在の現金残高を記録します。

現金出納帳の残高と実際の現金残高の一致を確認します。

●予算額を転記し、予算額と決算額が比較できる書類を作ります。

●現金出納帳に記載された収入と支出を科目ごとに集計し、

1年間の合計額を収支決算書に転記します。

●前年度末の残高を「前年度繰越金」欄に、

今年度末の残高を「次年度繰越金」に転記します。

●複数の会計区分がある場合は、

異なる会計の収支決算書同士が対応しているかを確認します。

不動産を所有する町会は、必ず財産目録を作成しましょう。

また、町会の所有する備品について、備品台帳を作成しておきましょう。

収支決算書を作成

財産目録・備品台帳を作成

この後、会計監査（P24～25参照）を受け、

総会での報告を行います。

１

2

3

「会計」に関する資料は、P46〜50にあります。

4 ここでは、基本的な決算報告書作成の流れをご紹介します。

決算報告書は、一年間の「収入」・「支出」の状況をまとめた文書です。

収入・支出の詳細な文書を作成し、共有することで、

効率的な運営と会計の透明化を図ります。

決算報告書（会計報告書）作成の流れ（一例）

「決算書」に関する資料は、P50にあります。
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１

１

現金残高を0にした後、引き継ぎ当日に通帳記入を行い、残高が変わっていないかを確認します。

また通帳残高が決算報告書の金額と一致していることを必ず確認しましょう。

2

現金は引き継ぎ前にすべて口座に預け入れ、

手持ちの現金残高は「０（ゼロ）」にしておくことをおすすめします。

①口座の管理

②会費の集金（入金記録）

③支出の管理（出金記録）

④帳簿の記入

⑤備品の管理

事業がはじまったら

前「会計」担当からの引き継ぎ
引き継ぎの際には、以下２つの点に注意しましょう。

引き継ぎの際に、帳簿や書類の記入ルールや会計に関するルールの説明を受けましょう。

帳簿や書類の引き継ぎ ポイント1

紛失や盗難を防ぐために、口座管理の責任者を明確にします。 

口座管理の責任者を決めるポイント1

引き継ぐ通帳や印鑑などは、必要であれば名義変更を行います。

通帳や印鑑などの引き継ぎポイント2

口座の管理
通帳、印鑑などは別々に保管しましょう。 

※キャッシュカードは簡単に預金を引き出せるため、作らない町会・自治会も多いです。

盗難を防ぐために、通帳と印鑑を複数の役員が別々に保管することをおすすめします。 

預金の出し入れに複数の役員が関わることで、公正で透明性の高い運営ができます。 

通帳と印鑑は複数の役員が保管するポイント2

会計事務の１年間の流れ

前「会計」担当から

帳簿や通帳、印鑑などの引き継ぎ

2
日々の出金・入金の記録

会計年度が終了したら

決算報告書の作成（P12）

総会が終わったら

次期「会計」担当へ

帳簿や通帳、印鑑などの

引き継ぎ

3 会計監査

Che
ck

Start

Finis
h

1年間管理を

がんばります
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会計・監査

「会計」に関する資料は、P46〜50にあります。
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※ルールが決まっていないと、後でトラブルが発生することがあります。

年度途中の転入者について、いつから会費を払ってもらうか？

年度途中の転出者について、払い戻しをどうするか？　

❷宛名（会費を支払った人の氏名）

❸領収した日付

❹金額の前に「￥」マークまたは「金」

❺但し書き　

例）令和◯年度会費として

087

令和◯年度会費として

○○○○○

○○町会
会長 ○○○○

❻確認者（会長等）等の署名

または捺印

❼割印

年度途中で転入または転出した会員などの取り扱いについてルールを決め、

会則で定めておきましょう。

年度途中の転入・転出者の扱いポイント1

お金の紛失を防ぐため、集めたお金は、専用の封筒などを準備し、

個人の財布と分けて管理しましょう。

集めたお金の管理ポイント2

会費を受領したら、その場で領収書を発行します。

領収書の発行ポイント3

集金時に日付と会員名、金額等を記録しておき、帳簿に記入します。

集金の記録ポイント4

集金トラブルを防ぐため、手元に現金を残さず、速やかに預金し、

記帳しましょう。

集めたお金は速やかに口座へポイント5

会費の集金（入金記録）
年度途中の転入・転出者の会費の取り扱いなど、

集金のルールを決めておくことが大切です。

また、集金したお金の取り扱いには十分注意しましょう。

領収書には予め❶右上に連番を記入しておき、

印

を間違いなく記入しましょう。

領 収 書
領 収 書 （ 控 ）

様様

No.
No.

領収金額

但

但

令和 0年 0月 0日

令和　　 年　　 月　　 日

例

訪問して集金することは、町会・自治会運営の大きな負担となっている声があります。

集金による訪問回数を減らすために、 たとえば以下のような方法があります。

◆ 口座振替を活用

一度、引落口座を指定してもらえば、自動的に集金できるメリットがあります。

◆ キャッシュレス決済（ＱＲコード決済等）を活用

QRコードを発行して、それをアプリで読み取ると決済できるサービスなど町会・自治会でも利

用可能なものがあり、近年導入する町会・自治会も増えています。また、１年間分を一括で支払

う希望があれば受け付けるなどの工夫も、訪問回数を減らすために効果的です。

会費の集め方

¥ 0,000-

❸

❺

❹

❻

❶

運営効率化のためのコラム 1

❷

❼
割印
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会計・監査

「会計」に関する資料は、P46〜50にあります。
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高額の支出は役員会や総会の承認を得るのが一般的です。

いくらからそのような手続きが必要となるのか

支出に関するルールを決めておきます。

支出のルールを決めるポイント1

支出が団体の事業計画に沿ったものであるか、

また会員の理解を得られるものかを支出する前に確認しましょう。

支出する前に確認するポイント2

支出の管理（出金記録）

2 3

支出に関するルールを決めておきましょう。

支出をする前に会の事業計画に沿っているか確認しましょう。

また、支払いをしたら必ず領収書をもらい、記録を残しましょう。

❶宛名（町会・自治会の正式名を記入）

❷日付

❸金額の前に「￥」マークまたは「金」

❹但し書き

　 （購入した品物の内容について記入）

❺本体価格が5万円以上の場合は、

　 収入印紙の貼付および消印が必要

コピー用紙（500 枚入）として

○○○○○

印

領 収 書

様

但

上記正に領収いたしました

支払いをしたら必ず領収書を受け取ります。

宛名は“上様”などで省略をせずに、町会（自治会）の名前でもらいましょう。

領収書をもらうポイント3

領収書には購入した物品や用途をメモし、連番を記入します。

帳簿にも同じ番号を記入します。

領収書が発行されないときは、金額、日付、用途などを

メモに残しておくようにしましょう。

支出の記録を残すポイント4

株式会社●●●●●●

〒160-0000　新宿区○○町○丁目○番○号

03-0000-0000

令和 0年 0月 0日

¥ 0,000-

❶ ❷

❺
❹

❸

チェックポイント

「会計」に関する資料は、P46〜50にあります。
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〈P46〜47参照〉
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過去の帳簿と比較しやすいよう、なるべく毎年同じ様式で、

同じルールに従って帳簿を作成します。

様式は変更しないポイント1

収入と支出は速やかに現金出納帳に記入しましょう。

月末など一定期間ごとに集計し、現金残高が帳簿と一致しているか確認します。

また、現金出納帳だけでは複雑になる場合は、科目別台帳を作成すると

整理がしやすくなります。

現金出納帳に記入ポイント2

帳簿の記入
帳簿とは、現金出納帳や科目別台帳など収入と支出の歴を記録しておくものです。

帳簿は記入や様式のルールを決めて、そのルールに従って作成します。

いつ、何のために、いくら支払ったか（受け取ったか）を

速やかに帳簿へ記入しましょう。 ※帳簿の例はＰ４６～４７を参照してください。

帳簿をパソコン（表計算ソフト）で管理するときは、

パスワードを設定するなど、セキュリティに注意し、

容易に改ざんできないようにしましょう。

情報セキュリティに注意ポイント3

物品を購入した際は「備品」と「消耗品」に区分し、支出について現金出納帳に

記録します。また、「備品」は備品台帳にも記録します。

「備品」「消耗品」の基準となる金額は、備品管理運営規程などで定めます。

（備品として取り扱う金額は、各町会・自治会で決めてください）

補助金を使って備品を修繕する際に、備品管理運営規程や備品台帳の提出が

必要になることがあるため、予め作成しておくことが大切です。

備品と消耗品を区別するポイント1

備品の管理
デジタルカメラや机など、高額で何年も使う「備品」は、備品台帳に記入します。

年に一度は、備品が実際にあるか複数の人で確認しましょう。

年度末には、備品台帳に記載された備品が実際にあるか、修理や買い換えの

必要がないかを複数の人で確認します。

年に一度は現物を確認するポイント2

NO.11 〇〇町会　例

※備品には、会員皆の財産であることを意識するためにも、町会・自治会名と番号を記載した

シールを貼って管理するとよいでしょう。

デジタルツールでの情報共有運営効率化のためのコラム 2

◆ 議事録やイベントの写真を、LINEなどのスマホアプリで役員に共有

◆ ファイル共有サービスを使って、必要な書類を紙でなくデジタルで共有

◆ 会議やイベントの開催日を、LINEなどのグループチャットを使って調整

◆ 入会に関する問い合わせを、Webの入力フォームから受け付ける

◆ 町会の活動内容をFacebookやInstagramなどのSNSで発信し、若年層にアピール

◆ 電子回覧板アプリなどで情報を共有

情報共有にさまざまなデジタルツールを活用する町会・自治会が増えています。

たとえば、 以下のような事例があります。

     4

会計・監査

デジタルツールは、使い慣れている人、使うのが難しい人などの個人差があります。すべてを一度

に移行するのではなく、現在使っている方法とも併用しながら、必要に応じて活用しましょう。

   
 Po

int

「会計」に関する資料は、P46〜50にあります。

2 4 2 5

「備品の管理」に関する資料は、P48にあります。

Excelのパスワードは

「ブックの保護」から設定できます。
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2

3

4

5

1

項　目 チェック項目

□帳簿や書類を引き継ぎ、会計に関するルールについて説明を受けましたか。

□口座名義の変更は必要ですか。

□口座管理に必要な通帳、印鑑などを引き継ぎましたか。

□通帳、印鑑などを金庫などで厳重に保管できていますか。

□通帳と印鑑は別々に管理していますか。

□個人の財布と集めたお金を入れる財布を区別できていますか。

□集金の記録を付けていますか。

□支出に関するルールを決めてありますか。

□支出したものは町会・自治会の事業計画や予算に沿ったものですか。

□領収書に、あて先、金額、日付、但し書き（使途）、金額の前の「¥」か

「金」マークが、間違いなく記載されていますか。

□領収書に連番（通し番号）を記入し、現金出納帳にも同じ番号を記入し

ていますか。

□領収書が発行されないときは、金額、日付、用途などをメモに残し

ていますか。

□大きな金額の契約をするときは複数の業者から見積りを取ってい

ますか。

□支払いをしたら必ず領収書をもらっていますか。

□集めた会費は速やかに口座に預けましたか。

□町会・自治会の帳簿記入のルールに従って記入していますか。

□現金出納帳を用意し、現金での収入・支出を速やかに記入していますか。

□領収書やメモはノートに貼り付けるなどして保管していますか。

□現金出納帳の管理をパソコンで行うときは、パスワードを設定するな

ど情報の管理はできていますか。

□月ごと（あるいは町会・自治会で決めた期間ごと）に集計し、現金・預

金残高と現金出納帳との一致を確認していますか。

□一般会計と特別会計など、異なる会計はそれぞれ別の現金出納帳を

用意していますか。

前任者からの

引き継ぎ

口座の管理

会費の集金

支出の

管理

現金出納帳の

記入

①
全
般

②
領
収
書

会計事務チェックリスト
チェックリストを作成することで、会計事務のもれを防ぎましょう。

□

7

項　目 チェック項目

□一定期間使用する高額な備品を消耗品と区別し、備品については購

入後、備品台帳に記入していますか。

□年に一度、備品台帳に記載がある備品の点検を、複数の人で実施しましたか。

□現金出納帳に記載された収入・支出を科目ごとに集計し、１年間の合

計額を収支決算書に転記しましたか。

□前年度末の残高を「前年度繰越金」に記載し、今年度末の残高を「次

年度繰越金」に転記しましたか。

□（複数の会計区分がある場合は）異なる会計の決算書がそれぞれきち

んと区分けされているかを確認しましたか。

□概要（備考）欄に、活動の具体的な内容について説明を加えていますか。

□決算報告書として作成する書類や体裁を会則などで確認しましたか。

□現金出納帳の記録を締め切り、現在の預金残高を記録しましたか。

□予算書、決算報告書、帳簿、領収書、通帳、メモなど、会計に関わるす

べての書類はありましたか。

□監査（監事）からの講評の中で指摘された事項について、改善策等の

話し合いを行いましたか。

□質問に対応できるよう、手持ち資料は準備しましたか。

□会員へ総会資料を配布しましたか。

□会長と会計が立ち会い、監査（監事）からの質問に対応しましたか。

□帳簿や書類を引き継ぎ、会計に関するルールについて説明しましたか。

□口座管理に必要な通帳、印鑑などの引き継ぎをしましたか。

□口座名義の変更はしましたか（必要な場合のみ）。

□事務のやり方や任期中に課題となった事項について、引き継ぎをしましたか。

備品の管理

決算報告書の

作成

8
会計監査
（P24参照）

会員への報告9

10
後任者への

引き継ぎ

6

◆会議のために、役員全員が集まることのできる時間や場所を確保するのは大変です。最近は

オンライン会議ツールを使って会議を実施する町会・自治会も増えました。

◆工夫すれば、会場に集まった人と、遠隔で参加する人をつないで対面とオンラインの両方で

開催することも可能です。

◆オンライン会議ツールは、時間制限がかかる場合もありますが、ZoomやGoogle Meet、

Microsoft Teamsなど無料で使えるツールもいくつかあります。

会議のオンライン化運営効率化のためのコラム 3
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会計・監査

「会計」に関する資料は、P46〜50にあります。

町
会
・
自
治
会
の

運
営

1

3

個
人
情
報
の

取
り
扱
い

5

町
会
・
自
治
会
の

法
人
化

6

活
動
支
援
・

窓
口
等

7

2
会
則
(
規
約
)

4
会
計
・
監
査

8
資
料
集

活
動
の
計
画
と

活
動
の
報
告

2322



4

2

5

6

7

8

3

3

会計監査
会計監査とは、収入や支出が事業計画に沿ったものか、

また会則（規約）に則った会計処理がされているか、

監査（監事）の方が確認することです。

監査の目的は、収入や支出が町会・自治会の事業計画に沿って、

適正に処理されているかを確認することです。

◆ 監査の目的

監査は決算時に行うほか必要に応じて実施することも有効です。

気づいた点があれば改善しましょう。

◆ 監査を行う時期

透明性や客観性を確保し、適切な監査を行うためには、

監査（監事）は、中立的な立場であることが必要です。

そのため外部の方に監査を委託することも有効です。

◆ 監査はどんな人が行うのか

項　目 チェック項目

□監査に必要な書類（予算書、決算報告書、帳簿、領収書、通帳、メモ

など）を用意しましたか。

□P25の2以降の確認作業を行いながら、会長と会計に疑問点等を

確認しましたか。

□できるだけ複数の監事で監査を行いましたか。監査の実施1

項　目 チェック項目

□（会計に関する）ルールが、マニュアルや会則などの文章になって

いますか。

□通帳と印鑑は別々に管理していますか。また、管理する責任者は明

確ですか。

□高額の支出をする際には、複数の役員が関わる仕組みがありますか。

日常の

会計事務の

確認

□行間が空いている場合には取り消し線が引いてありますか。

□期ごと、ページごとに繰越額が記載されていますか。

□月ごと（あるいは町会・自治会で決めた期間ごと）に正しく集計され

ていますか。

□帳簿の体裁は、町会・自治会のルールに従っていますか。

□帳簿と領収書の金額が一致していますか。

□領収書に訂正はありませんか。

□領収書がない場合、レシートやメモなどは残っていますか。

□（町会・自治会が領収書を発行している場合）領収書の欠番はあり

ませんか。

□すべての領収書がそろっていますか。領収書は正本のものですか。

□通帳の今年度末の数字が、今年度末の帳簿及び今年度の決算報告

書と一致していますか。

□通帳の記録の中で、不自然に多額の出入りや使途がわからない出

金はありませんか。

□通帳の前年度末の数字が前年度末の帳簿及び前年度末の決算報告

書と一致していますか。

□（会計区分が複数ある場合）異なる会計区分間のお金のやり取り

は、それぞれの帳簿で正しく処理されていますか（日付、金額の一

致など）。

□監査が終了したら、監査報告を作成し、署名・押印しましたか。不適

切な部分があった場合には、会長と会計担当者に対する講評の中で

指摘するとともに、総会で会員に対して報告しましたか。

□参加費を集める行事については、参加申込書などが保管されてい

ますか。

□帳簿とその他の書類の金額や日付は同じですか。

帳簿の体裁の

確認（一例）

領収書と帳簿の

突き合わせ

帳簿と

その他の書類の

突き合わせ

通帳の確認、

通帳と帳簿の

突き合わせ

異なる

会計区分同士の

帳簿の突き合わせ

監査報告

監査チェックリスト
チェックリストを作成することで、監査事務のもれを防ぎましょう。

□
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会計・監査

「会計」に関する資料は、P46〜50にあります。
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平成29年5月30日に改正個人情報保護法が施行され、5,000人以下の

事業者・任意団体であっても同法が適用されることとなりました。

町会・自治会においても、

法に則った個人情報の取り扱いが求められます。

取
り
扱
い
の

4
つ
の
ル
ー
ル

※個人情報保護委員会…個人情報保護法に基づき、個人情報の取り扱いに関する監視・監督、

個人情報の取り扱いに関する相談・苦情などを受け付ける国の行政機関です。

「個人情報の取り扱い」に関する資料は、P51にあります。

※町会・自治会によって、会員情報の取り扱い方法はさまざまな形がありますが、

このページでは、台帳で管理する場合のケースをご紹介しています。

会員の氏名や住所・電話番号などの個人情報を収集して

町会・自治会の会員台帳に記載する場合には、個人情報の利用目的を

会員に向けて通知しなければいけません。

利用目的を明確にするポイント2

当町会では皆さんから同意を得た個人情報を、

会員相互の親睦や連絡のため名簿・地図などの作成に利用し、適正に管理しています。

すでに会員台帳があり、個人情報を取得している場合は、

総会や掲示板などを利用して年に１回程度、個人情報の利用目的を

会員に向けて通知しましょう。

年に1回程度は目的を通知するポイント3

会員台帳に載せる個人情報の項目、本人の同意の取り方、

収集した個人情報の管理方法などについて話し合い、

会則（規約）で定めると良いでしょう。

ルールを予め決めるポイント1

個人情報を収集する目的や管理方法を会員に知らせること。

例：年に１回程度、総会や掲示板等を利用して会員に周知する。

会員へのお知らせ

     5

個人情報の

取り扱い

町会・自治会も個人情報を適正に取り扱う必要があります。 個人情報を収集する場合は、利用目的を明確にし、

会員に知らせる必要があります。

1

入会時の個人情報は必ず本人の同意を得て取得することが原則。

例：個人情報の利用目的を明記し、

本人の同意を得られる入会申込書を作成する。

同意2

取得した個人情報の管理方法等を文書で定め、公開すること。

会則の改正や「個人情報取扱要領」を作成。

管理体制3

【令和2年から義務化】

個人情報の漏えいなどが発生した場合、個人情報保護委員会※への

報告及び本人への通知が義務付けられました。

個人情報の漏えい等への対応4

１

会員へのお知らせ
個人情報の
取り扱いについて

通 知 例
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取得した個人情報の管理方法を、きちんと文書に定めなければいけません。

文書にする方法は、主に以下の２通りが考えられます。

個人情報の取り扱いを会則(規約)に追加する場合は、

本文に新たな条項を設け、管理方法の文言を追加します。

●会則(規約)に盛り込む方法

会則(規約)改正と合わせて、

個人情報を管理する具体的な方法を示した「個人情報取扱要領」を

作成します。

●「個人情報取扱要領」を作成する方法

※名称は一例です。

会則(規約)の本文または附則には、以下のように盛り込みます。

（個人情報の取り扱い）

第◯条　本会が町会活動を推進するために必要とする個人情報の取

得、利用、提供及び管理については「個人情報取扱要領」に定め、適

正に運用するものとする。

個人情報の利用目的について具体的に記載しておき、入会時に入会申込書で

同意を得ておく方法も有効です。

会員から氏名、住所、電話番号などの個人情報を取得するときは、

利用目的を会員本人に通知し同意を得ることが必要です。

必ず本人同意を得るポイント1

本人同意が得られない場合は、

町会・自治会が管理する台帳に載せないなどの対応が必要となります。

項目の一部のみ同意が得られた場合は、その項目だけを載せるといった

工夫をしましょう。

同意が得られない場合はポイント2

2

同 意

3

管 理 体 制
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個人情報の

取り扱い

町会長 ・ 自治会長　あて

会員区分

この個人情報を町会・自治会等の名簿に登録し、会員相互の親睦や連絡のために使用することに同意します。

※入会をご希望の方は、この申込書を町会長・自治会長へご提出いただくか、

最寄りの特別出張所へご提出ください。

一般会員

新宿区 町

（いずれかに○）法人会員

氏　　名
（もしくは法人名）

フ リ ガ ナ

（もしくは事務所）

備　　考

住　　所

電話番号

入 会 申 込 書

令和 年 月 日

「個人情報の取り扱い」に関する資料は、P51にあります。
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入会申込書をもらうときに、

性別や生年月日、緊急連絡先などを

聞きたいのですが問題ありませんか。

●要配慮個人情報が含まれる個人データの漏えいなど

●財産的被害が生じるおそれがある漏えいなど 　　　

●不正の目的をもって行われたおそれがある漏えいなど

●1,000件を超える個人データの漏えいなど

個人情報保護委員会への報告と

本人通知の対象となるのは以下のいずれかに該当する場合です。

個人情報保護法相談ダイヤル

（個人情報保護委員会）

電話番号：03-6457-9849 

受付時間　平日9：30〜17：30

　　　　　　　　（土・日・祝・年末年始休み）

個人情報保護委員会への報告及び本人への通知が

義務付けられています。

※それぞれ漏えいなどの「おそれ」がある場合も対象となります。

※要配慮個人情報とは本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により

害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないように

その取り扱いに特に配慮を要するものとして、政令で定める記述などが含まれる

個人情報のことです。

※当ページの内容は個人情報保護委員会のHPに

記載、掲載されているチラシから抜粋しています。

【令和2年改正】

個人情報の漏えいなどが発生した場合、

令和４年４月１日から個人データの漏えいなどが発生し、個人の権利利益を害するおそれ

があるときは、個人情報保護委員会への報告及び本人への通知が必要となりました。

個人情報保護委員会への報告は、事態発生後、概ね３～５日以内に行います。

報告は、個人情報保護委員会のホームページで受け付けています。

皆さんのご質問に

お答えします。

収 集

Q

町会・自治会の運営に必要な個人情報のみを

収集するようにしましょう。

収集するには、本人の同意が必要です。

また、法律で収集が禁止されている個人情報

（宗教、政治、本籍地など）があるので注意しましょう。

A

1

収 集

Q2

収 集

Q3

個人情報収集や利用に対する

会員の抵抗感が強く、活動に支障が生じています。

どうしたらよいのでしょうか。

個人情報保護法や会則、個人情報取扱要領などに則り、

個人情報を町会・自治会で適正に管理運営していることを

周知して会員の理解を得るようにしましょう。

A

町会・自治会に未加入の集合住宅がありますが、

入居者について大家さんに氏名などを

聞くことはできますか。

大家さんが入居者から「情報提供してよい」という同意を

得ていなければ、入居者の情報をもらうことはできません。

集合住宅に対する町会・自治会への協力については、

大家さんや管理会社を通して相談しましょう。

A

4

個人情報の漏えい等への対応
個人情報
収集時の

Q &A
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事 故

Q7

事 故

Q8

管 理

Q4

利 用

Q5

利 用

Q6

収集した個人情報（データ）は

どのように管理するべきでしょうか。

皆さんのご質問に

お答えします。

個人情報は、鍵のかかるキャビネット等に保管する、

データのファイルにはパスワードを設定するなど、

情報漏えいに気をつけて管理します。

また不要になったデータや入会申込書などは、

シュレッターなどにかけた上で速やかに廃棄しましょう。

A

行事の参加案内を回覧する際、

参加する人の名前を記入してもらっていますが

大丈夫でしょうか。

本人が回覧されていることを承知して記載しているので

個人情報保護法違反にはなりませんが、

なるべく他の人の目に触れないように、

回覧以外の募集方法も検討しましょう。

（例）専用の収集箱や入力フォームを使用するなど

A

町会・自治会の広報紙に会員の名前と写真を

載せていますが、問題はありませんか。

個人情報に該当しますので、

取材や撮影を行う前に本人から同意を得る必要があります。

掲載用の集合写真を撮る場合も事前に目的を伝えて、

皆さんの同意を得るようにしましょう。

A

個人情報
管理・利用時の

Q &A
町会・自治会で管理している

会員情報が悪用された場合、

誰に、どんな責任が生じますか。

皆さんのご質問に

お答えします。

情報が漏れた場合や情報を第三者に悪意を持って渡し、

名簿に記載されている人に被害が生じた場合、

情報を漏らした人に、民法上、慰謝料支払いの責任が

生じることがあります。

A

入会申込書や会員台帳などを

紛失してしまった場合はどうすればいいですか。

個人の権利利益を害するおそれがあるときは、

個人情報保護委員会への報告及び本人への通知が

義務付けられています。

P30を参考にしてください。

また、警察などにも相談しましょう。

A

個人情報
事故発生時の

Q &A

     5

個人情報の

取り扱い
町
会
・
自
治
会
の

運
営

1

3

個
人
情
報
の

取
り
扱
い

5

町
会
・
自
治
会
の

法
人
化

6

活
動
支
援
・

窓
口
等

7

2
会
則
(
規
約
)

4
会
計
・
監
査

8
資
料
集

活
動
の
計
画
と

活
動
の
報
告

3332



町会・自治会などの地縁による団体は、法人格を得ることで、

会則で定めた目的の範囲内において、権利を有し、義務を負います。

また、法人名義で登記や各種の契約を行うことができます。

法人化していない地縁による団体は、団体名義で不動産登記等を行うことができないため、

団体の代表者等の個人名義で登記等を行った結果、個人財産と団体財産が混同されてしまい

トラブルになることがあります。法人化した町会・自治会では、法人名義で不動産登記や

銀行口座開設が可能になり、トラブルを未然に防止することができるようになります。

❶ 法人名義による不動産の登記や銀行口座の開設

法人化した場合、法人税の課税対象になりますが、収益事業を行っていない町会・自治会は

減免措置を受けることができます。同様に、不動産を保有している場合、固定資産税の減免措置を

受けることができます。そのため都税事務所で減免申請書の提出時期を確認のうえ、

必ず手続きを済ませてください。

❶ 法人税、固定資産税の減免申請書を都税事務所に提出

告示事項に変更があった場合（代表者や事務所の変更など）、区への届け出が必要です。

❷ 告示事項変更届出書を新宿区に提出

財産目録や構成員名簿を随時更新し、

事務所に備え付けてください。

❹ 財産目録や構成員名簿の更新と事務所への備え付け

少なくとも毎年１回、通常総会を開いてください。

❺ 総会の開催

会則（規約）の内容を変更する場合は、区の認可が必要です。

❸ 規約変更認可申請書を新宿区に提出

地縁による団体が所有する不動産について、数十年前に会員名義で登記したまま放置した結果、

当該会員の相続人を捜せない事態が生じて、所有権移転登記が困難になることがあります。

法人化した町会・自治会では、このような場合も、不動産に係る登記の特例制度を活用することで、

登記手続を行うことが可能になります。

❷ 不動産に係る登記の特例制度の活用

町会・自治会が催事を行う際の物品レンタル契約や保険契約などについて、法人化した場合は法人

名義で契約できるため、従前、個人名義で契約していた町会長や自治会長の負担が軽減されています。

❸ 法人名義による契約の締結

個人名義では団体の代表者等が交替した都度、名義変更手続が必要になりますが、

法人名義の財産や契約は、団体の代表者等が交替しても、そのまま継続することができます。

❹ 法人としての財産の継続性

法人化することで、法律上の責任の所在が明確化され、法律やルールに則った会の運営を

行うことができます。その結果、会の運営が透明化され、対外的な信用も獲得でき、

会員からの信頼感も増します。

❺ 信用性、信頼性の向上

地縁による団体が、法人格を得るためには区長の認可が必要です。

区長は、町会・自治会が認可申請の際に提出する規約などに基づいて、

地域的な共同活動を円滑に行うことができる町会・自治会であることを確認します。

町会・自治会の法人化は、従前、不動産等を保有する町会・自治会に限られていましたが、

令和３年11月からは、良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を

現に行っている町会・自治会であれば、法人格を得られるようになりました。

令和3年11月から、地域活動を円滑に行うために必要であれば、

資産の保有に関係なく、法人権を取得できるようになりました。

地縁団体が法人格を得るためには、区長の認可が必要です。

◆ 町会・自治会が法人化できる認可制度について

法人格を得るためには、以下の要件（地方自治法第260条の2第2項）を

満たすことが必要です。

◆ 町会・自治会を法人化する認可の要件

◆町会・自治会が法人化するメリット町会・自治会の法人化

❶ 地縁による団体の存する区域の住民相互の連絡、環境の整備、集会施設の維持管理など

良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし、

現にその活動を行っていると認められること。

※総会などで使っている活動報告書などで証明が可能です。

❷ 地縁による団体の区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。

※会則(規約）で町会・自治会の区域を明確に規定することが必要です。

❸ 地縁による団体の区域に住所を有するすべての個人は、構成員となることができるものとし、

その相当数の者が現に構成員となっていること。

※「構成員」となれるのは、「区域に住所を有する個人」であり、「世帯」ではありません。

「区域に住所を有すること」以外に、町会・自治会への加入条件（年齢・国籍など）をつけることはできません。

❹ 会則（規約）を定めていること。

※会則（規約）を定めて団体の名称や目的などを対外的に明らかにし、

組織の管理運営方法を明確にしておく必要があります。

◆法人化した町会・自治会が行う手続きなど

法人化した町会・自治会の規約

改正等の手続きは、行政書士に

ご相談下さい。また、法人化を

検討している町会・自治会はお

早目に新宿区地域コミュニティ

課（電話03-5273-4127）

へご相談ください。
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町会・自治会で活用できる
補助や支援

地域コミュニティの活性化（新宿区）

     7

活動支援・

窓口等

●マンション内自治会を新たに立ち上げるための活動に対して

助成します。

●町会・自治会等と一緒に行うお祭りや防災訓練、パトロール、

路上清掃など、地域住民の方々を対象とした活動について

助成します。

◆ 地域コミュニティ事業助成

地域コミュニティ課 コミュニティ係　 電話 5273-4127

●各町会・自治会の紹介用パンフレットの作成を支援（無料）

◆ 町会・自治会紹介パンフレットの作成

●新宿区へ転入してきた方向け

に、町会・自治会について紹介

しているパンフレットを作成し

配布しています。

※町会・自治会で配布したい場合はご

相談ください。

◆町会・自治会への加入促進パンフレットの作成及び配布

●一般財団法人 自治総合センターが、宝

くじの社会貢献広報事業として実施し

ている一般コミュニティ助成を活用し、

コミュニティ活動に直接必要な備品の

整備に係る費用を助成しています。

※助成額は、１事業につき100万円～250万円

（10万円単位）

◆ 新宿区コミュニティ活動に必要な備品等整備補助事業

助成例：防災訓練を兼ねた餅つき大会 「Instagram」の立ち上げ

「Instagram」を紹介する

カードを作成

過去の作成例

区民向け

（日本語版）

●町会・自治会が抱えている課題を解決するために、コンサルティングや専門家などによる複数の

メニューを組み合わせて利用できるプログラム型の支援を行っています（無料）。

◆ 町会・自治会活性化応援隊（コンサルティング事業）

助成例：お神輿を修繕

課 題 支 援 例

加入促進

活動 · 行事

情報発信・情報共有

組織運営・担い手づくり

加入に対するニーズ把握、町会のPR強化、未加入者との関係づくり　など

ニーズに対応したイベント、参加しやすい活動、参加者との関係づくり など

町会活動の紹介、広報紙づくり、SNSの活動 など

事業の見直し、役員マニュアルづくり、サポーター制度の活用 など

令和５年度　支援例

「SNSを活用した

 情報発信ツールの作成」

●町会・自治会の規約変更や運営に関す

る疑問や困りごと、法人化の手続きなど

について、行政書士がアドバイスします

（無料）。

◆ 行政書士による町会・自治会の運営及び法人化等アドバイザー派遣

区民向け

（４か国語版）

マンション管理組合・

管理会社向け
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●地域の課題解決のための取組み

○ 地域の祭り、盆踊り、交流イベントなど

●都が取り組む特定施策の推進につなが

る取組み5区分

○ 防災・節電活動

○ 子ども・若者育成支援

○ 高齢者等の見守り活動

○ 防犯活動

○ 多文化共生社会づくり

●都が緊急に取り組むべき特定施策の推

進につながる取組み

○ デジタル活用支援

●複数の単一町会・自治会が共同して実施

する地域の課題解決のための取組み

●単一町会・自治会が他の地域団体と連携

して実施する地域の謀題解決のための

取組み

地域コミュニティの活性化（東京都）

緑 化

●町会・自治会が主催して行う地域の課題を解決するための

取組み（催し・活動等）に対して支援します。

◆ 東京都地域の底力発展事業助成
東京都生活文化スポーツ局 都民生活部 地域活動推進課　 電話 5388-3166 ●上記重点地区指定団体が地域見守りを目的とした防犯カメラなどの設置・更新に係る経費の

一部を補助します。（マンション敷地内など専ら特定財産の保護を目的に設置するものは対象外）

●区の補助を受けて設置した防犯カメラの維持管理に係る経費の一部を補助します。

◆ 防犯設備の設置・更新、維持管理に対する補助
危機管理課 危機管理係　 電話 5273-3532

詳細は で検索地域の底力

●建築物の屋上や壁面を緑化する場合、工事費用の一部を助成します。

※詳しい条件などはお問い合わせください。

◆ 屋上・壁面緑化の助成 みどり公園課 みどりの係　 電話 5273-3924

●道路に面している場所で生垣・植樹帯を新設する場合、あるいはブロック塀などを撤去して

生垣・植樹帯を設置する場合、工事費用の一部を助成します。

※詳しい条件などはお問い合わせください。

◆ 接道部緑化の助成 みどり公園課 みどりの係　 電話 5273-3924

防 犯

●条例に基づき自主的に防犯活動を行っている地域団体などの活動地域を

「安全推進地域活動重点地区」に指定し、防犯パトロール用ベストをはじめとした

防犯資器材等の交付など、各種支援をします。

●小規模活動（防犯ボランティアグループ）に対しても、同様の支援をします。

◆ 自主防犯活動団体に対する支援 危機管理課 危機管理係　 電話 5273-3532

防 災

●建築物の耐震化や木造住宅の不燃化を支援しています。

○ 木造住宅の耐震診断のための専門技術者の派遣（無料）

○ 非木造建築物の耐震アドバイザー派遣・簡易耐震診断（無料）

○ 住宅等の耐震診断、補強設計及び耐震改修工事への助成

○ 耐震シェルター、耐震ベッド設置への助成　　　○ ブロック塀等の除去への助成

○ 木造住宅の不燃化建替え・解体への助成（対象地域限定）

※いずれの助成も詳しい条件などはお問い合わせください。

◆ 建築物等耐震化支援事業・不燃化建替促進事業
防災都市づくり課　 電話 5273-3829

●器具の設置相談・取り付け（無料）

器具は利用者負担となります。

（災害時要援護者名簿登録者または

　生活保護世帯の方は器具5点まで無料）

◆ 家具転倒防止器具取り付け事業
危機管理課 危機管理係　 電話 5273-4592

●道路沿いの高い塀等の除去を検討している所有者へ、専門アドバイザーを派遣（無料）します。

※派遣の詳しい条件等はお問い合わせください。

◆ ブロック塀等のアドバイザー派遣 建築調整課　 電話 5273-3107

情報は令和６年３月時点のものです。

最新の情報は、ホームページなどでご確認ください

対
象
事
業 

※
令
和
6
年
3
月
現
在

町会・自治会で活用できる
補助や支援 2
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新宿区町会連合会の公式ホームページです。

イベントや取り組み地域活動の好事例をご紹介します。

◆シンジュクイレブン

マンションにお住まいの方向けに、マンションのコミュニティづくりや、

マンション管理に便利な情報を発信しています。

ＱＲコードから登録できます。

◆新宿区公式LINE

新規登録の方へ

区民のみなさんが楽しめるイベントなどを掲載しています。

◆地域のイベント情報

新宿区のイベントを掲載しています。ぜひチェックしてみてください。

◆イベントカレンダー

登録済みの方へ

お困りのことは、

地域コミュニティ課、または特別出張所に

お気軽にご相談ください

町会・自治会

ホームページなど
お役立ち

左のＱＲコードから「受信設定」変更

「マンション居住者向け情報」を選

択・追加してください。

マンション

居住者向け

区役所または、

特別出張所に

ご相談ください。
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（名称）

第１条　本会は、○○会（以下「本会」という。）と称する。

（目的）

第２条　本会は、第３条に定める地域的な共同活動を行うことにより、会員の親睦

並びに福利の増進を図るとともに、よりよいまちづくりを目的とする。

（事業）

第３条　本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。

 　　　(1) 広報物の掲示等、区域内の住民相互の連絡に関すること

 　　　(2) 会員相互の扶助・親睦に関すること

 　　　(3) 防災、防犯及び交通安全に関すること

 　　　(4) 美化・清掃等区域内の環境の整備に関すること

 　　　(5) 会員の福祉向上並びに健康増進に関する事業

 　　　(6) その他本会の目的達成に必要な事業

（区域及び会員）

第４条　本会の区域は、新宿区〇〇町△丁目とする。

　　２　本会の会員は、前項の地域に居住する者、または事務所、事業所を有する

者で本会の趣旨に賛同する者をもって構成する（事務所）。

第５条　本会の事務所は、〇〇〇〇とする。

（会員等）

第６条　第４条に定める区域に住所を有する個人は、会員となることができる。 

　　２　本会の活動を賛助する法人または団体は、〇〇会員となることができる。

（会費） 

第７条　会員及び〇〇会員は、別に定める会費を納入しなければならない。

　　２　会長は、会員に特別な事情がある場合は、会費を減額し、または免除する

ことができる。

（入会）

第８条　第４条に定める区域に住所を有する個人または、本会の活動を賛助する法人

または団体は、別に定める入会申込書を会長に提出しなければならない。

　　２　本会は、前項の入会申込みがあった場合には、正当な理由なくこれを拒ん

ではならない。

　　３　本会の区域内に、新たに住民が居住、または事業所が開設した場合、本会

は当該住民及び事業所に対して、本会の趣旨を説明し、加入の案内を行う

ことに努める。

第１章　総則

第２章　会員

○○町会　会則
（暴力団員の入会禁止）

第９条　前条の規定に関わらず本会には、暴力団員（暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴

力団員及び新宿区暴力団排除条例（平成２４年条例第５９号）第２条第３

号に規定する暴力団関係者をいう。）は入会することができない。

　　 ２　入会した者が暴力団員であることが判明したときは、その資格を喪失する。

（退会等）

第10条　会員の退会は、次の各号のいずれかに該当する場合は退会したものとする。

 　　　 (1) 本会の区域内に居住しなくなった場合または、事業所が存在しなくなった場合

(2) 本人から退会したい旨の意思表示があった場合

　　 ２　会員が死亡、または失踪宣告を受けたときは、その資格を喪失する。

（拠出金品の不返還）

第 11条　前条に該当する者が既に納入した会費、その他の拠出金品は、返還しない。

（役員の種類）

第12 条　本会に次の役員を置く。

(1) 会長　　１名

(2) 副会長　○名

(3) 会計　　○名

(4) 監事　　○名

（役員の選任）

第13 条　役員は総会において、会員の中から選任する。

　　 ２　監事は、他の役員を兼ねることはできない。

（役員の職務）

第14 条　会長は、本会を代表して会務を総括する。

　　 ２　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときの職務を代行する。

　　 ３　会計は、会の会計事務を処理する。

　　 ４　監事は、次の職務を行う。

(1) 本会の会計事務を監査すること

(2) 会計事務について不正の事実を発見したときに総会に報告

すること。また、これを報告するため必要があると認め

るときは、総会の招集を請求すること

（役員の任期等）

第15 条　役員の任期は○年とする。（ただし、再任を妨げない。）

　　 ２　欠員の補充により選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。欠員

となる役員の選定は役員会で行い、次の総会で承認を求めなければならない。

　　 ３　役員が次の事項に該当するに至ったときは、総会の議決を経て解任する

ことができる。ただし、緊急を要する場合は、役員会の決議で解任して、次

の総会で承認を求めることができる。

(1) 職務の遂行に堪えない状況にあると認められるとき

(2) 職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき

これは町会・自治会の一般的な会則の

例です。

法人格を持つ地縁団体（認可地縁団

体）は、地方自治法の規定に基づいて

作成する必要があり、この見本とは異

なる箇所があるので、ご注意くださ

い。名称は、“会則”以外に、“規約”と

定めている町会・自治会もあります。

会員の単位を決めます。会員

の単位は、役員選出や、会費集

金に関わるので、不公平な取

扱いにならないように、細則

などでしっかり定めましょう。
どこまでを役員とするかは、

各町会・自治会の事情に合わ

せ ま す。 「そ の 他 の 役 員　若

干名」「部長各１名」など加え

ている場合もあります。

返還しない旨の記述は一例

であり、 町会・自治会のご

判断で、 返還する内容で定

めることもできます。

企業、事業所などはこちらに該

当します。「賛助会員」、「法人会

員」と呼ばれることが多いです。
会費の額については、細則で

定め、会員へもしっかり周知し

ておくことが大切です。

町会会館等指定の場所がある場合

は、 その住所を書きます。 指定の場

所がない場合は、 会長宅にしている

ケースが多いです。

第３章　役員

それぞれの町会の組

織などによって、事

業内容は異なります。

見 本

8 資 料 集

町会・自治会業務に空

白期間を生じさせな

い 措 置 と し て、 役 員

の後任者が就任する

までの間、 前任者が

その職務を行う旨の

記述を加えることが

望ましいです。
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周知は、 「個別通知」のほか、 「掲

示板での掲示」「回覧」で実施し

ているケースが多いです。

（総会の種別及び開催時期等）

第16条　総会は、定期総会及び臨時総会とする。

　　 ２　定期総会は、毎年度決算終了後３か月以内に開催する。

　　 ３　臨時総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。

(1) 会長が臨時総会の開催を必要と認めたとき

(2) 全会員の○分の１以上から会議の目的たる事項を示して請求があっ

たとき

(3) 監事から開催の請求があったとき

（総会の招集）

第17条　総会は、会長が招集する。

　　 ２　総会を招集するときは、会員に対し、会議の目的及びその内容並びに日時

及び場所を示して開会の○日前までに周知しなければならない。

（総会の審議）

第18条　総会は、会長が議長となり、次に掲げる事項を審議し、議決する。

(1) 事業計画、事業報告に関する事項

(2) 予算、決算に関する事項

(3) 役員の選任及び解任に関する事項

(4) 会則等の改正に関する事項

(5) その他、本会の重要事項に関すること

　　 ２　ただし、急を要する場合、議決すべき事項に関して役員会で決議し、次の

総会で承認を受けることができる。

（総会の定足数）

第19条　総会は、会員の○分の１の出席がなければ開くことができない。ただし、委

任状を提出した会員は、出席者とみなすものとする。

（総会の議決）

第20条　総会の議事は、出席した会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、

議長の決するところによる。

（総会の議事録）

第21条　総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。

(1) 日時及び場所

(2) 会員の現在数及び出席者数（委任状を提出した会員も含む。）

(3) 開催目的、審議事項及び議決事項

(4) 議事の経過の概要及びその結果

(5) 議事録署名人の選任に関する事項

　　 ２　議事録には、議長及びその総会において選任された議事録署名人２名以

上の署名押印をしなければならない。

（役員会の構成）

第22条　本会の中に役員会を置く。

　　 ２　役員会は、第 12条で定める役員（ただし、監事を除く。）をもって構成する。

（役員会の招集）

第23条　役員会は、必要に応じ会長が招集する。

（役員会の審議事項）

第24条　役員会は、会長が議長となり、次に掲げる事項を審議し、議決する。

(1) 総会に付すべき事項

(2) 総会において議決された事項の執行に関する事項

(3) その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項

（会計年度）

第25条　本会の会計年度は、毎年〇月〇日に始まり、翌年〇月〇日に終わる。

（経費）

第26条　本会の経費は、会費、寄附金及びその他の収入をもってこれに充てる。

（支出）

第27条　本会経費の支出は、総会で議決された予算に基づき、会長の承認を経て行う。

（会計監査の実施と報告）

第28条　会計監査は、会計年度終了後速やかに実施して、総会に結果を報告しなけ

ればならない。

（書類帳簿の整備）

第29条　本会に次の書類帳簿を備えなければならない。

　　 １　会員及び役員名簿

　　 ２　会則

　　 ３　収支に関する帳簿

　　 ４　財産台帳

　　 ５　その他の必要書類

（個人情報の取扱い）

第30条　本会が町会活動を推進するために必要とする個人情報の取得、利用、提供及

び管理に関する取扱いは、別に定める〇〇町会個人情報取扱要領による。

（会則の変更）

第31条　この会則は、総会の決議を得なければ変更することができない。

（細則の制定）

第32条　この会則の施行に関し必要な事項は、役員会が定めて、次の総会で承認を得る。

（附則）

この会則は、令和〇〇年〇月〇日から施行する。

第４章　総会 第５章　役員会

第６章　会計及び会計監査

第７章　雑　則

通常４月１日から３月３１

日までを１年度と定める

ことが多いです。

個人情報保護法改正により、個人情報の取

扱いが厳しくなっています。別途取扱要領等

を定める場合、会則にも条文に加える必要

がありますので、ご注意ください。

開催日が固定されている場合は、

具体的に記載する方法もあります。

必要に応じて、専門部の設置、

専門部会の構成、班（組）の設

置等に関して会則に定めるこ

とができます。

8 資 料 集

開催時期は、町会・

自治会で決めます。

３か月は、標準的な

例です。
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帳簿作成例

年 月 日 科 目 摘 要 収入金額 支出金額 差引残高
領収書
番号

令和○年度

現金出納帳

令和○年4月1日～令和○年3月31日

○ 4

5

3

5

10

12

12

12

20

20

2

11

11

11

13

25

30

31

前年度繰越金

消耗品費

会費

通信費

事業費

消耗品費

旅費交通費

修繕費

印刷費

会議費

消耗品費

備品費

旅費交通費

新聞・図書費

通信費

雑収入

消しゴム購入

令和5年度10〜3月会費（100世帯分）

普通預金へ預入

切手（84円×50枚）購入

子どもまつりおもちゃ×50個購入

テープ類購入

○○モール 駐輪場代

町会会館 照明修繕費

普通預金より引き出し

コピー費

○月○日役員会 会場代（喫茶新宿、5名）

軍手２セット購入

カメラ用 SDカード購入

春の親睦旅行下見（〇〇駅〜△△駅）２名

「町会のためのSNS情報発信」書籍購入

宅急便（イベント会場に３箱）

春の親睦旅行 参加費（28名）

普通預金へ預入

27,000

120,000

30,000

177,000

110,000

110,000

120

120,000

4,200

5,500

550

200

15,000

145,570

1,800

2,750

440

2,238

1,550

1,430

2,970

110,000

123,178

27,000

26,880

146,880

26,880

22,680

17,180

16,630

16,430

2,430

32,430

32,430

30,630

27,880

27,440

25,202

23,652

22,222

19,252

129,252

19,252

19,252

1

2

3

4

5

9

10

12

13

14

19

21

（単位：円）

4月分計

5月分計

何を何個購入したか、

具体的に記入します。

繰り越しについては必ず記入します。

・年度初め：「前年度より繰越」

・月初め：「前月より繰越」（月締めの場合）

・ページ初め：「前頁より繰越」
領収書に連番を記載し、

帳簿にも記入しておく

と監査がスムーズです

同じ日にお金の動きがあった場合でも、

摘要などを明確にするためにそれぞれ

別の行に記入します。

お 金 の 出 入 り が 多 く 、

1つの帳簿では複雑にな

る場合は、現金出納帳の

ほかに科目別の帳簿を

つくる場合があります。

科目別の帳簿をつくって

おくと、まとめる時の手

間を省くことができます

集計は月ごとに行い、同じ

ページに記載する場合は、二

重線などで月の区切りをわ

かりやすくします。

数字を間違ったときは、数字

全体に二重線を引き、訂正印

を押して書き換えます。

新
宿

14,000

144,570

帳簿作成例

摘 要 備 考年 月 日 科 目 支出金額 差引残高
領収書
番号

令和○年度

科目別台帳（消耗品費）

令和○年4月1日～令和○年3月31日

○ 4

5

3

12

11

今年度予算

消耗品費

消耗品費

消耗品費

消しゴム購入

テープ類購入

軍手2セット購入

現金で支払い

現金で支払い

120

550

670

440

440

200,000

199,880

199,330

199,330

198,890

198,890

1

4

13

（単位：円）

4月分計

5月分計

現金出納帳の中から「消耗品費」の項目だけを日

付順に抜き出して、科目別台帳に転記します。

所在数量等 金額（評価額）区  分 備  考

財 産 目 録 令和○年○月○○日

（ 資産の部 ）

Ⅰ流動資産

　１現金預金

　（１）現　　金

　（２）当座預金

　（３）普通預金 

　２未収会費

Ⅱ固定資産

　１ 土   地

　２ 建   物

　３ 構築物

　４ 車両運搬具

　５ 計器備品，応接セット

　６ 電話加入権

　７ 有価証券

新宿区〇町一丁目〇番〇

新宿区〇町一丁目〇番地〇  家屋番号△番△

（負債の部）

Ⅰ流動資産

　 預り金

Ⅱ固定負債

　 長期借入金

15.0㎡

20.0㎡

100,000円

500,000円

1,000,000円

50,000円

10,000,000円

2,000,000円

0円

0円

資 産 合 計

負 債 合 計

差 引 正 味 財 産（ Ａ － Ｂ ）

8 資 料 集
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前年度 差 額科 目 適 用

○○町会　令和○年度 予算書

① 収入の部

前年度繰越金

町会費

補助金

寄付金

事業収入

雑収入

　　　合計

年会費2,400円×962世帯

〇〇〇補助金 160,000円  △△△助成金 40,000円

お祭り協賛金

バス旅行自己負担金他

受け取り利息等

250,000

2,222,400

200,000

180,000

250,000

5,000

3,107,400

本年度

237,000

2,308,800

200,000

180,000

250,000

6,200

3,182,000

△ 13,000

86,400

0

0

0

1,200

74,600

（単位：円）

本年度 前年度 差 額科 目 適 用

② 支出の部

会議費

旅費交通費

消耗品費

水道光熱費

通信費

新聞・図書費

備品費

印刷費

修繕費

事業費

防災費

福祉費

雑費

　　　 合計

施設利用、お茶等

交通費

文房具、洗剤、ティッシュ等

水道、電気代

切手、ハガキ、電話代

図書購入

ノートパソコン、キャビネット

町会機関紙印刷

パソコン修繕

お祭り、ハロウィン会等実施

備蓄品の購入、防災訓練等

敬老、入学お祝い金等

振り込み手数料等

100,000

50,000

80,000

80,000

30,000

20,000

200,000

100,000

20,000

1,200,000

800,000

400,000

27,400

3,107,400

100,000

70,000

100,000

80,000

30,000

20,000

230,000

100,000

20,000

1,200,000

800,000

400,000

32,000

3,182,000

0

20,000

20,000

0

0

0

30,000

0

0

0

0

0

4,600

74,600

（単位：円）

購入年月日数量番号
購入金額
（単価）

品 目 保管場所 廃棄理由 備 考
廃棄

年月日

〇〇町会 備品台帳
令和〇年〇月〇日現在

1

1

1

1

30

神輿

子ども神輿

山車

テント

パイプ椅子

1

2

3

4

5

令和4年一部修繕

町会倉庫

町会倉庫

町会倉庫

町会倉庫

町会倉庫

不明　　    

平成15年12月1日

平成20年6月1日

令和2年9月3日

令和3年7月31日

不明      

1,500,000

3,500,000

120,000

5,000

（目的）

第一条　この規程は〇〇町会の所有する備品を適正に管理し、その使用の際の取扱

いについて必要な事項を定めることを目的とする。

（備品の定義）

第二条　この規程で定める備品とは、その品質または形状が変わることなく比較

的長期間継続使用、保存することができるもので、価格が１品当たり〇〇

円以上のものとする。

（備品台帳及び備品の整理）

第三条　備品は品目、数量、購入年月日、購入金額、保管場所、廃棄年月日、廃棄理由

等を記した備品台帳（第１号様式）をもって管理し、変動が生じた場合は

速やかにその旨記載する。

（保管責任者）

第四条　備品の管理責任者は〇〇町会会長とする。

（維持管理）

第五条　備品の維持管理は〇〇町会が行うものとする。

（使用の方法）

第六条　備品の使用は〇〇町会会長の承諾を得て行うものとする。

（使用の範囲） 

第七条　備品は〇〇町会の活動及び当町会が認めた公益活動に使用する。

（譲渡の禁止）

第八条　〇〇町会の備品は、当町会の許可なく譲渡及び転借をしてはならない。

（備品の処分）

第九条　性能または耐久性が著しく減少して使用に耐えなくなった備品は、役員会

に諮って処分することができる。

（その他）

第十条　この規程に定める以外の疑義が生じた場合は、役員会で協議する。

付則

この規定は、令和〇年〇月〇日から適用する。

〇〇町会備品管理運営規程 見 本

見 本
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令和○年度○○町会の収支決算について、上記の通り報告します。

令和○年４月 15 日 会　長　大久保 花子
会　計　新宿 太郎

監査の結果、上記報告書に間違いのないことを報告いたします。

令和○年４月 20 日 会計監査　戸塚 次郎

予算額 決算額 差 額科 目 適 用

○○町会　令和○年度 決算書

① 収入の部

前年度繰越金

町会費

補助金

寄付金

事業収入

雑収入

　　　合計

年会費2,400円×926世帯（途中入会７、退会2件有）

〇〇〇補助金 160,000円  △△△助成金 40,000円

お祭り協賛金

バス旅行自己負担金他

受け取り利息等

250,000

2,222,400

200,000

180,000

250,000

5,000

3,107,400

250,000

2,308,800

200,000

150,000

320,000

6,200

3,235,000

0

86,400

0

△ 30,000

70,000

1,200

127,600

自　令和○年４月１日

至　令和○年３月31日

（単位：円）

予算額 決算額 差 額科 目 適 用

② 支出の部

会議費

旅費交通費

消耗品費

水道光熱費

通信費

新聞・図書費

備品費

印刷費

修繕費

事業費

防災費

福祉費

雑費

　　　　小計

次年度繰越金

　　　 合計

施設利用、お茶等

交通費

文房具、洗剤、ティッシュ等

水道、電気代

切手、ハガキ、電話代

図書購入

ノートパソコン、キャビネット

町会機関紙印刷

パソコン修繕

お祭り、ハロウィン会等実施

備蓄品の購入、防災訓練等

敬老、入学お祝い金等

振り込み手数料等

100,000

50,000

80,000

80,000

30,000

20,000

200,000

100,000

20,000

1,200,000

800,000

400,000

27,400

3,107,400

88,000

52,600

38,324

78,920

24,600

7,680

148,800

100,860

33,000

1,118,500

777,000

360,000

12,600

2,840,884

394,116

3,235,000

12,000

△ 2,600

41,676

1,080

5,400

12,320

51,200

△ 860

△ 13,000

81,500

23,000

40,000

14,800

266,516

（単位：円）

大
久
保

新
宿

戸
塚

（目的）

第１条　この個人情報取扱要領は、本会が保有する個人情報の適正な取り扱いを定めることに

より事業の円滑な運営を図るとともに、個人の権利利益を保護することを目的とする。

（責務）

第２条　本会は個人情報保護に関する法令等を遵守するとともに、町会活動において個人

情報の保護に努めるものとする。

（周知）

第３条　個人情報取り扱いの方法は総会資料、または町会掲示板及び回覧で会員に周知する。

（個人情報の取得）

第４条　前条の個人情報とは、会員及び本会に加入しようとする者が、本会が情報を取得

することに関して、同意して提供した次の情報とする。

一 氏名 ( 家族・同居人を含む )

二 性別

三 住所

四 電話番号

五 生年月日 ( 家族・同居人を含む )

六 メールアドレス等、その他の個人情報

（同意の撤回）

第５条　会員は、前条に基づいて、本会の個人情報取得に同意した場合であっても、その後の

事情により個別の項目又は全ての項目について同意を撤回することができる。

　　２　前項の申し出があった場合、本会は、ただちに該当する個人情報を廃棄、又は削

除しなければならない。ただし、既に公にされている情報に関しては、当該情報

の削除を周知することでこれに替える。

（利用） 

第６条　取得した個人情報は、次の目的に沿った利用を行うものとする

一 会費納入に関する個人情報の管理、個別訪問、電話掛け及び文書の送付等

二 町会会員名簿の作成及び地図の作成

三 緊急時・災害時などの連絡網の作成

四 お祝い金等の対象者の把握

（管理）

第７条　個人情報は会長または会長が指定する役員が適正に管理する。

　　２　不要となった個人情報は会長立会いのもとで、適正かつ速やかに廃棄するものとする。

（本人同意を必要としない提出先）

第８条　個人情報は次に挙げる場合を除き、あらかじめ本人の同意を得ないで第三者に提供しない。

一 法令に基づく場合

二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要な場合

三 公衆衛生の向上又は児童の健全育成の推進に必要がある場合

四 国の機関もしくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務

を遂行することに対して協力する必要がある場合

五 新宿区町会連合会、〇〇地区町会連合会、これらに準じる公共目的の団体、学校

及び教育・保育施設が行う活動に対し協力する必要がある場合

六 その他、町会であらかじめ決めた提供先

〇〇町会  個人情報取扱要領

記載した周知方法は、 一

例です。 町会・自治会に

おいて効果のある方法を

検討してください。

列記する取得情報事項は、 町

会・自治会が会員から取得す

る必要がある情報に止めてく

ださい。 ある町会では性別は

不要であるとして取得情報か

ら外した例があります。

個人情報を利用する内容につい

ては、 町会・自治会の実態に即し

たものを記載してください。
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